
�愛媛県告示第１８２７号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７

号。以下「法」という。）第１９条の５第１項各号に掲げる者

（以下「処分者等」という。）を確知することができないの

で、法第１９条の８第１項後段の規定に基づき、次のとおり告

示する。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 講ずべき措置の内容

越智郡玉川町大字�谷字小松東甲２２４番及び字池田乙１
２７番３において処分された廃油及び廃酸の混合物の入った

ドラム缶の処分者等は、当該混合物の入ったドラム缶、そ

の漏出物及び漏出物が混合した土壌を撤去するとともに、

法第１２条第１項に規定する産業廃棄物処理基準及び法第１２

条の２第１項に規定する特別管理産業廃棄物処理基準に従

って処理すること。

２ 措置の期限

平成１５年１０月１０日

３ 知事による措置

処分者等が１の措置を２の期限までに講じないときは、

知事が当該措置を講じ、処分者等から当該措置に要した費

用を徴収する。

４ 問い合わせ先

愛媛県県民環境部環境局廃棄物対策課

電話 （０８９）９１２―２３５８

�������
�愛媛県告示第１８２８号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律

第８８号）第４条第１項の規定に基づき、第９次鳥獣保護事業

計画を変更した。

変更後の第９次鳥獣保護事業計画書の写しは、愛媛県県民

環境部環境局自然保護課並びに各地方局産業経済部林業課並

びに西条地方局産業経済部伊予三島林業課及び丹原林業課、

松山地方局産業経済部久万林業課、八幡浜地方局産業経済部

大洲林業課及び宇和林業課並びに宇和島地方局産業経済部御

荘林業課において供覧する。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８２９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した

。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
平成１５年９月１９日金曜日 第１４９３号

� 目 次 �
告 示

○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく生活環境の保全

上の支障の除去等の措置……………………………………………９７１

○ 鳥獣保護事業計画の変更……………………………………………９７１

○ 介護機関（居宅介護事業者）の指定………………………………９７１

○ 指定介護機関（居宅介護事業者）の変更（３件）………………９７２

○ 指定介護機関（居宅介護支援事業者）の変更……………………９７２

○ 救急病院の協力申出…………………………………………………９７３

○ 医師の指定……………………………………………………………９７３

○ 指定医師の所在地の変更……………………………………………９７３

○ 医療機関の指定………………………………………………………９７３

○ 指定医療機関の業務の廃止の届出…………………………………９７３

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等……………………………９７３

○ 土地改良区の定款変更の認可………………………………………９７４

○ 町営土地改良事業の施行の関係書類の縦覧………………………９７４

○ 付保義務の発生………………………………………………………９７４

○ 付保義務の消滅………………………………………………………９７４

○ 公有水面埋立工事のしゅん功認可…………………………………９７５

○ 道路の区域変更（県道肱川公園線）………………………………９７５

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………９７５

○ 開発行為に関する工事の完了………………………………………９７６

○ 道路の位置の指定……………………………………………………９７６

教育委員会訓令

○ 愛媛県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令………………９７６

雑 報

○ 裁決手続開始の決定の公告（２件）………………………………９８３

告 示

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

上 瀧 祥 子 宇摩郡土居町大字土居２０８６
－１

うわたきファミリー歯科ク
リニック

宇摩郡土居町大字土居２１２９
－１ 平成１５年８月２８日

医療法人順風会 松山市天山二丁目３番３０号 ヘルパーステーション八倉 伊予郡砥部町重光２７５番地
１ 平成１５年７月３１日

毎週（火・金）曜日発行 第１４９３号 平成１５年９月１９日
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�愛媛県告示第１８３０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の主たる事務所

の所在地名及び居宅介護事業を行う事業所の所在地名が次のように変更された。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８３１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）が、居宅介護事

業を行う事業所の名称を次のように変更した。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８３２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業

を行う事業所の名称及び所在地名が次のように変更された。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８３３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護

支援事業を行う事業所の名称及び所在地名が次のように変更された。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

社会福祉法人常美会 新居浜市御蔵町１１番２３号 ヘルパーステーションおく
らの里 新居浜市御蔵町１１番２３号 平成１５年８月２２日

愛媛医療生活協同組合 松山市中村三丁目１番１号 愛媛医療生活協同組合福祉
用具サービス協立

新居浜市若水町一丁目７番
４５号 平成１５年７月１４日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所
の 所 在 地 名

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称
所 在 地 名

旧 新 旧 新

医療法人正光会 宇和島市堀端町
１番１３号

宇和島市柿原１２
８０番地

正光会訪問看護ステー
ション

宇和島市堀端町
１番１３号

宇和島市柿原１２
８０番地 平成１５年６月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日名 称

所 在 地
旧 新

医療法人青峰会 八幡浜市川通り１４５５番
地２２

医療法人青峰会チヨダ
内科リハビリテーショ
ンクリニック

医療法人青峰会チヨダ
クリニック

八幡浜市川通り１４５５番
地２２ 平成１５年８月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日名 称 所 在 地 名

旧 新 旧 新

医療法人青峰会 八幡浜市川通り１４５５番
地２２

チヨダデイサー
ビス

ウエル五反田デ
イサービス

八幡浜市川通り
１４５５番地２２

八幡浜市大字五
反田１番耕地１０
６番地

平成１５年８月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介護支援事業者）の
名 称

主 た る 事 務 所

の 所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日名 称 所 在 地 名

旧 新 旧 新

医療法人青峰会 八幡浜市川通り１４５５番
地２２

チヨダ居宅介護
支援事業所

ウエル五反田居
宅介護支援事業
所

八幡浜市川通り
１４５５番地２２

八幡浜市大字五
反田１番耕地１０
６番地

平成１５年８月１日
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�愛媛県告示第１８３４号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令

第８号）第１条第１項の規定による救急病院である。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８３７号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１９条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり更生医療を担当させる医療

機関を指定した。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８３８号
身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）第

１３条の６第２号の規定に基づき、次のとおり指定医療機関の

業務を廃止した旨の届出があった。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８３９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による届出があったので、同

条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労

働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労

政課並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供

する。

平成１５年９月１９日

�愛媛県告示第１８３５号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８３６号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

愛媛大学医学部
附属病院

温泉郡重信町大字志津
川 文部科学省

平成１８年
９月１９日
まで

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器・小腸・ぼうこう又は
直腸機能障害

外 科 町 立 津 島 病 院 三 好 明 文 北宇和郡津島町大字高田丙１５ 平成１５年
９月１日

小腸・ぼうこう又は直腸機能
障害 〃 愛媛大学医学部附

属病院 堀 内 淳 温泉郡重信町大字志津川 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器・小腸機能障害 内 科 加 藤 内 科 加 藤 壽 一 八幡浜市産業通６－２８ 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 〃 大 洲 中 央 病 院 越 智 明 子 大洲市東大洲５ 〃

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

柴 田 薫 行 住 友 別 子 病 院 新居浜市王子町３－１ 大 洲 中 央 病 院 大洲市東大洲５ 平成１５年
７月１日

井 上 弘 子 チヨダ内科リハビリテー
ションクリニック 八幡浜市川通り１４５５－２２ 真網代くじらリハビリテ

ーション病院
八幡浜市真網代甲２２９－
５ 〃

大 野 一 登 町 立 津 島 病 院 北宇和郡津島町高田丙１５ 国民健康保険久万町立病
院

上浮穴郡久万町大字久万
町６５

平成１５年
８月１日

加 藤 壽 一 市立八幡浜総合病院 八幡浜市大平１番耕地６３
８ 加 藤 内 科 八幡浜市産業通６－２８ 〃

名 称 所 在 地
担当すべき医療
の種類

指 定
年 月 日

オ レ ン ジ 薬 局
西宇和郡三瓶町大
字朝立２番耕地１
－４５

平成１５年
９月１日

おぐに薬局 砥部
店

伊予郡砥部町大南
１９９ 〃

名 称 廃止年月日

庄野薬局飯岡店 平成１５年７月３１日
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愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

今治くすのきガーデン

今治市旭町三丁目２番地４外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイワロイヤル株式会社

東京都台東区上野七丁目１４番地４

代表取締役 赤土勇

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ファーストリテイリング

山口県山口市大字佐山７１７番地１

代表取締役 玉塚元一

株式会社レデイ薬局

松山市南江戸四丁目３番地３７

代表取締役 三橋信也

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１６年５月１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４６０平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１４０台

イ 駐輪場の収容台数

４８台

ウ 荷さばき施設の面積

１０５平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

２１．４立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

及び閉店時刻

開店時刻 午前１０時

閉店時刻 午後８時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後８時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２か所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる

時間帯

午前９時から午後９時まで

２ 届出年月日

平成１５年９月８日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺

の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意

見を有する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次の

とおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するととも

に、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方

局産業経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の

日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意

見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１８４０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定

により、川内町吉久土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８４１号
大西町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・清連寺地区）の施行は、適当と認めら

れるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２

第５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・

清連寺地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１５年９月２２日から１０月２１日まで

３ 縦覧場所

大西町役場

�������
�愛媛県告示第１８４２号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第

２項の規定による届出を審査した結果、次の加入区について

、同法第１１２条第１項の規定による同意があったと認めたの

で、同法第１１２条の２第３項及び漁船損害等補償法施行規則

（昭和２７年農林省令第１８号）第２６条の３の規定により告示す

る。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（松山地方局管内）

中島加入区

�������
�愛媛県告示第１８４３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第

１項第１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等

補償法に基づく付保義務の発生（平成１１年９月愛媛県告示第

１２０２号）による保険に付すべき義務は、平成１５年９月１８日限

り消滅したので、同条第２項及び漁船損害等補償法施行規則

愛 媛 県 報平成１５年９月１９日 第１４９３号

９７４



（昭和２７年農林省令第１８号）第２６条の３の規定により告示す

る。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（松山地方局管内）

中島加入区

�������
�愛媛県告示第１８４４号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、中島町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

中島町

温泉郡中島町大字大浦１６２６番地

代表者 町長 武 田 満 幸

温泉郡中島町大字大浦１７７６番地

２ 埋立区域

� 位置

温泉郡中島町大字神浦２６４６番２から同３５１７番１までの

地先公有水面

� 区域

次の１点から１０点までを順次直線で結んだ線並びに１０

点と１点とを結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．

＋３．５５メートル）の陸と公有水面との接する線により囲

まれた区域

基点（温泉郡中島町大字神浦２６４１番地先の県道に設置

された金属鋲）は、北緯３３度５６分５２秒、東経１３２度３６分

１２秒の地点

１点は、基点から真北１３２度３０分１２秒５５．９７メートル

の地点

２点は、１点から真北２５度５５分５３秒１７．８４メートルの

地点

３点は、２点から真北１１６度０３分１８秒１９．１４メートル

の地点

４点は、３点から真北２０６度０２分０３秒４．４４メートルの

地点

５点は、４点から真北１３６度００分５６秒７．１０メートルの

地点

６点は、５点から真北２２４度３９分２２秒８．３７メートルの

地点

７点は、６点から真北２２３度５２分２７秒２．５２メートルの

地点

８点は、７点から真北２２５度４２分４５秒９．７８メートルの

地点

９点は、８点から真北３２５度３３分０７秒１．５１メートルの

地点

１０点は、９点から真北２５０度１５分１６秒２．１４メートルの

地点

� 面積

５０５．７０平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１４年３月２０日 愛媛県指令港第１０５号

４ しゅん功認可年月日

平成１５年９月１９日

�愛媛県告示第１８４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線
喜多郡五十崎町大字宿間甲８０５番２６から

同大字甲５５８番２まで

旧 ９．４～３０．７
８．６～９．７
２．６～３．２

０．０７３
０．０７７
０．０３６

新 １０．２～３０．７ ０．０７３

��������������

��������������
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�������
�愛媛県告示第１８４８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

伊予郡松前町大字筒井字池分５５０番４

２ 申請人の住所氏名

伊予郡松前町大字筒井１１６９番地

武井 建治

３ 図面省略

教育委員会訓令

�愛媛県教育委員会訓令第５号
教育委員会事務局

教 育 機 関

愛媛県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令を次のよ

うに定める。

平成１５年９月１９日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令

愛媛県教育委員会公印規程（昭和３６年７月愛媛県教育委員

会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

第１０条第３項を同条第５項とし、同条第２項中「様式第４

号」を「様式第５号」に改め、同項を同条第４項とし、同条

第１項中「、公印取扱者」を「公印取扱者」に改め、同項の

次に次の２項を加える。

２ 教育総務課長の管守する教育委員長印、教育長印又は教

育委員会印を使用する証票、賞状等（以下「証票等」とい

う。）で、事前に一括して当該公印を押なつしておくこと

が適当と認められるものについては、教育総務課長又はこ

れらの公印に係る公印取扱者は、当該公印を事前に押なつ

させることができる。

３ 前項の規定による公印の事前押なつを求めるときは、公

印事前押なつ願（様式第４号）を教育総務課長に提出しな

ければならない。

第１３条を第１５条とし、第１２条中「様式第５号」を「様式第

９号」に改め、同条を第１４条とし、第１１条を第１３条とする。

第１０条の次に次の２条を加える。

（公印の刷込み）

第１１条 公印は、特に必要があると認められるときは、証票

等にその印影を印刷し、又は印影を縮小して印刷すること

ができる。この場合においては、当該公印の管守者に公印

刷込み承認願（様式第６号）を提出して承認を受けなけれ

ばならない。

２ 前項の承認を行つた公印の管守者は、公印刷込み承認届

（様式第７号）を教育総務課長に提出しなければならない

。

３ 第１項の印刷に使用した印影の原版は、同項の規定によ

り承認を受けた機関の長が管守しなければならない。

（用紙の受払）

第１２条 第１０条第２項の規定により事前に公印を押なつした

証票等及び前条の規定により公印を印刷した証票等は、公

印事前押なつ（公印刷込み）証票等受払簿（様式第８号）

により、その授受及び使用の状況を明らかにしておかなけ

�愛媛県告示第１８４７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１５年９月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線
喜多郡五十崎町大字宿間甲８０５番２６から

同大字甲５５８番２まで
平成１５年９月１９日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１５松局伊土検（開）第２４号

平成１５年９月３日

伊予市米湊字西ノ原４００番１、４０１番１、４３３番３、４３６番及び５０７番
１

伊予市米湊２９３番地
松 田 幹 壽

１５松局伊土検（開）第２５号

平成１５年９月８日
伊予郡松前町大字西古泉字玉垣５３８番３

伊予郡松前町大字北黒田５６９番地４
有限会社 松本自動車
代表取締役 松 本 佳 子

１５松局伊土検（開）第２６号

平成１５年９月８日
伊予郡砥部町重光３３９番４

温泉郡重信町大字志津川２６２番地３
沖 香
沖 健 一

１５宇局建（開）第４号

平成１５年９月１１日

北宇和郡吉田町大字立間字雪森２番耕地１７８３番及び２番耕地１７９０番
１

松山市美沢一丁目９番１号
ダイキ株式会社
代表取締役 山 下 雄 輔

��������������
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ればならない。

様式第５号中「第１２条」を「第１４条」に改め、同様式を様

式第９号とし、同様式の前に次の３様式を加える。

愛 媛 県 報平成１５年９月１９日 第１４９３号

９７７



様式第６号（第１１条関係）

公 印 刷 込 み 承 認 願

年 月 日

公印管守者殿

機関の長 �

証票等の名称 刷 込 み 枚 数

公 印 の 種 類
寸 法

（ミリメートル）

公印刷込みを

必要とする理

由

備 考

愛 媛 県 報平成１５年９月１９日 第１４９３号

９７８



様式第７号（第１１条関係）

公 印 刷 込 み 承 認 届

年 月 日

教育総務課長殿

公印の管守者 �

承 認 年 月 日
公印刷込みを行つ

た機関

証票等の名称 刷 込 み 枚 数

公 印 の 種 類
寸 法

（ミリメートル）

公印刷込みを

必要とした理

由

備 考

愛 媛 県 報平成１５年９月１９日 第１４９３号

９７９



様式第８号（第１２条関係）

公印事前押な証票等受払簿つ公印刷込み

証票等の名称 機関名

年月日 摘 要 受 払
書損又

は汚損
残

取扱者

受領者印 交付者印

枚 枚 枚 枚

��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１５年９月１９日 第１４９３号
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様式第４号を様式第５号とし、様式第３号の次に次の１様

式を加える。

愛 媛 県 報平成１５年９月１９日 第１４９３号

９８１



様式第４号（第１０条関係）

公 印 事 前 押 な つ 願

年 月 日

教育総務課長殿

機関の長 �

証票等の名称 押 な つ 枚 数

公 印 の 種 類
寸 法

（ミリメートル）

公印事前押な

つを必要とす

る理由

備 考

愛 媛 県 報平成１５年９月１９日 第１４９３号

９８２



附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１５年９月９日次のとおり裁決手続開始の決定をしたの

で公告する。

平成１５年９月１９日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

愛媛県

２ 事業の種類

県道和気衣山線改築工事（愛媛県松山市安城寺町地内から同県同市久万ノ台地内まで）及びこれに伴う二級河川付替工事

並びにこれらに伴う附帯工事

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

（別記）

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１５年９月９日次のとおり裁決手続開始の決定をしたの

で公告する。

平成１５年９月１９日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

雑 報

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の
権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

収 用
愛媛県松
山市西長
戸町

３７８番３ 宅地 宅地 ５４．５４ ５４．５４ ２１．６６
土地登記簿名義人 亡 森廣 安太郎
法定相続人 森廣 清隆 外８名

（別記記載のとおり）
─── ─── ───

使 用
愛媛県松
山市西長
戸町

３７８番３ 宅地 宅地 ５４．５４ ５４．５４ ９．０４
土地登記簿名義人 亡 森廣 安太郎
法定相続人 森廣 清隆 外８名

（別記記載のとおり）
─── ─── ───

法定相続分 氏 名 住 所

２５２分の５０ 森 廣 清 隆 愛媛県松山市千舟町五丁目３番地７

２５２分の５０ 長 島 アキ子 愛媛県松山市北斎院町６１６番地の３

２５２分の５０ 秋 山 美津子 愛媛県松山市北久米町７００番地１

２５２分の２２ 森 廣 弓 子 愛媛県松山市千舟町五丁目３番地７

２５２分の２２ 森 廣 英 雄 神奈川県相模原市田名２１９７番地５ ラークタウン１０２

２５２分の２２ 森 廣 英 治 愛媛県松山市千舟町五丁目３番地７

２５２分の２２ 森 廣 英 樹 愛媛県松山市千舟町五丁目３番地７

２５２分の７ 米 津 なぎさ 大阪府箕面市粟生間谷西六丁目４番１０号

２５２分の７ リリー 和 子 ５９５ Ｍｃ Ａｆｅｅ ｓｔ．ＮＷ Ａｐｔ ＃５８ Ａｔｌａｎｔａ，ＧＡ ３０３１３ Ｕ．Ｓ．Ａ
（日本国における最後の住所地：和歌山県和歌山市吉札６０５番地）
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愛媛県

２ 事業の種類

県道和気衣山線改築工事（愛媛県松山市安城寺町地内から同県同市久万ノ台地内まで）及びこれに伴う二級河川付替工事

並びにこれらに伴う附帯工事

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

（別記）

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土地所有者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の
権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公簿現況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受 付 年 月 日
受 付 番 号 種 類

収 用
愛媛県松
山市西長
戸町

３７８番４ 宅地宅地２６４．４６２６４．４６ ６１．８６
愛媛県松山市千舟
町五丁目３番地７
森廣 清隆

昭和３４年７月８日・第１３６２１号
昭和３４年７月８日・第１３６２０号
昭和３４年７月８日・第１３６２２号
昭和３４年７月１４日・第１３９９９号

所有権移転請求権仮登記
根抵当権
条件付賃借権設定仮登記
根抵当権

亡 森廣 安太郎
法定相続人
森廣 清隆 外８名
（別記記載のとおり）

使 用
愛媛県松
山市西長
戸町

３７８番４ 宅地宅地２６４．４６２６４．４６ ２１．４６
愛媛県松山市千舟
町五丁目３番地７
森廣 清隆

昭和３４年７月８日・第１３６２１号
昭和３４年７月８日・第１３６２０号
昭和３４年７月８日・第１３６２２号
昭和３４年７月１４日・第１３９９９号

所有権移転請求権仮登記
根抵当権
条件付賃借権設定仮登記
根抵当権

亡 森廣 安太郎
法定相続人
森廣 清隆 外８名
（別記記載のとおり）

法定相続分 氏 名 住 所

２５２分の５０ 森 廣 清 隆 愛媛県松山市千舟町五丁目３番地７

２５２分の５０ 長 島 アキ子 愛媛県松山市北斎院町６１６番地の３

２５２分の５０ 秋 山 美津子 愛媛県松山市北久米町７００番地１

２５２分の２２ 森 廣 弓 子 愛媛県松山市千舟町五丁目３番地７

２５２分の２２ 森 廣 英 雄 神奈川県相模原市田名２１９７番地５ ラークタウン１０２

２５２分の２２ 森 廣 英 治 愛媛県松山市千舟町五丁目３番地７

２５２分の２２ 森 廣 英 樹 愛媛県松山市千舟町五丁目３番地７

２５２分の７ 米 津 なぎさ 大阪府箕面市粟生間谷西六丁目４番１０号

２５２分の７ リリー 和 子 ５９５ Ｍｃ Ａｆｅｅ ｓｔ．ＮＷ Ａｐｔ ＃５８ Ａｔｌａｎｔａ，ＧＡ ３０３１３ Ｕ．Ｓ．Ａ
（日本国における最後の住所地：和歌山県和歌山市吉札６０５番地）
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